
                                     

  

 

２０２３年５月１１日 

各 位 

会 社 名 日 本 道 路 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長 石井 敏行 

（コード番号：1884 東証プライム市場） 

問 合 せ 先 管理本部総務部長 長田 浩二 

(TEL.03－3571－4891） 

 

  

支配株主等に関する事項について 

  

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（2023年3月31日現在） 

商号、名称 

又は氏名 
属性 

議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

清水建設株式会社 親会社 50.28 － 50.28 
株式会社東京証券取引所プライム市場 

株式会社名古屋証券取引所プレミア市場 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

 (a) 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けについて、親会社等やそのグループ 

   企業との取引関係や人的・資本的関係 

     当社の親会社は清水建設株式会社であり、同社は当社株式4,403千株(出資比率50.10%) 

を保有しており、2023年3月31日現在における当社の議決権の所有割合は50.28%となって 

おります。 

当社グループ (当社及び連結子会社）は、同社から建築工事、一般土木工事に付帯した 

道路舗装・外構舗装に関する設計・施工の一部を請負っております。なお、これまで同社 

及びそのグループ企業からの出向者受入れ、金銭等の貸借関係、保証・被保証関係、主要 

製品に係わるライセンス供与等の事実はありません。 

 

 (b) 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社 

等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活 

動への影響等 

当社グループが清水建設株式会社の子会社であることにより、事業活動の制約を受ける

ことはありません。また、同社との資本関係を強化することで、人財やノウハウ等の経営

資源の相互補完・有効利用をより緊密に行うことができるため、協働での案件取り組み強

化による受注拡大、相互の顧客網・技術・拠点網等を活用した事業競争力の強化、コンプ

ライアンス体制のさらなる強化、人財交流・育成、人財採用での連携強化や研究開発体制

の合理化のようなシナジーを最大限発揮できると考えております。一方で、現在に至るま

での当社の自主的な経営により、事業基盤が形成され、現状の堅調な業績がもたらされて

いることを鑑みると、現在の企業文化や経営の自主性を尊重することが当社グループの企



 

 

業価値を向上させるために重要であると考えております。 

 

 (c) 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、親会社等やそのグループ企業

との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等がある中

における、親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

清水建設株式会社からの事業上の制約はなく、独自に事業活動を行っております。 

 

 (d) 親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

親会社である清水建設株式会社から当社の経営への関与につきましては、兼務をする

役員は存在せず、経営判断について同社から自主性を尊重されております。 

また、当社の同社との取引への依存度は比較的低く、当社は取引の多くを国土交通省

をはじめとした国関係、各高速道路会社、地方自治体及び当社と資本関係を有しない一

般民間企業等との間で行っており、一定の独立性が確保されていると判断しております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

当事業年度（自 2022年4月1日 至 2023年3月31日） 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出 資 金 
( 百 万 円 ) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
(被所有)割合(％) 

関係内容 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

親会社 清 水 建 設 ㈱ 

東京都中央区 74,365 建設事業、開発事業、
その他の事業 

（被所有） 
50.28 ― 

建設工事の請負、舗装
資材等の販売、建設工
事の発注 直接 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目 期末残高 

(百万円) 

建設工事の請負 
 
舗装資材等の販売 
 
建設工事の発注 

14,577 
 

40 
 

1,196 

完成工事 
未収入金 

4,934 

電子記録 
債  権 

1,929 

未成工事 
受 入 金 

571 

未収入金 9 

 
売 掛 金 

 
10 

（注）１．上記の金額のうち、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．親会社との取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当該取引をするに当り当社の利益を害さないように留意した事項 

   親会社との下請発注・受注及び資材販売の取引条件につきましては、市場価格、総原価等を

勘案して、取引毎に交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2) 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由 

親会社との重要な取引については、上記の留意事項や少数株主の利益保護の観点から独立社

外役員で構成される特別委員会において審議・検討を行い、取締役会に対して助言・勧告を

経たうえで、当社が社内基準に基づき、親会社から独立して最終的な意思決定を行っており、

当社の利益を害することはないと当社の取締役会は判断しております。 

また、当社は特別委員会に対して、当該取引に関する事項を定期的に報告し、当該委員会は、

当社の利益が害されていないかどうかを定期的に監視しております。 

 



 

 

(3) 取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見 

   該当事項はありません。 

(4) 親会社との重要な財務及び事業の方針に関する契約等 

       当社が定めた「親会社との協議・報告に関する規程」及び「親会社事前の協議・報告基準」

により、協議事項・報告事項について、事前の協議または報告を行っております。 

 

４．支配株主等との取引等を行う際における少数株主保護の方策と履行状況 

    当社は親会社からは一定の独立性が確保されていると認識しており、取引条件の決定等

が親会社との間で恣意的に行われることはありません。また、当社は独立社外役員で構成

される特別委員会に対して、当該取引に関する事項を定期的に報告し、当該委員会は、当

社の利益が害されていないかどうかを定期的に監視しております。 

親会社との取引のみならず、すべての取引について、当社の独立性と利益が損なわれる

ことのないよう適切・公正に行うことにより、すべての株主の利益を保護しております。 

 

 

 以 上 


